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〈論　　説〉
複合的行政決定のあり方
─東日本大震災復興特区法における
復興整備計画制度をめぐって─
安 本 典 夫
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はじめに
　東日本大震災では、被災地は地域ぐるみで、人々の生活自体とその基
盤を破壊された。そこからの復興も、様々な分野、局面すべてにおいて
総合的に進めなければならない。産業復興、雇用の確保、地域の社会基
盤や住宅その他の施設再建、社会福祉の施策等々。また例えばその中で、
地域における住宅市街地の復興₁つをとっても、従来の市街地に地盤嵩
上げや津波対策を施しつつ再生するか、それとも津波被害防止の様々な
施策と併せて高台移転するか、後者の場合、農地・林地等を住宅地に変
え、住宅建設、公共公益施設整備を行わなければならない。
　これらをどのようにして、総合的に進めるか。一般的には、市町村ご
とに「○○市災害復興計画」等のマスタープランを作成し、それに沿っ
て、個別の規制計画・事業計画をつくり、施行して行くこととなる1）。
　本震災復興では、総合性の追求がひときわ強く求められる。このため
の法制の₁つとして、東日本大震災復興基本法（平₂₃法₇₆）に加えて、東
日本大震災復興特別区域法（以下「復興特区法」と呼ぶ）（平₂₃法₁₂₂）が制定さ
れ、同法によって復興特区制度が創設された。
　ここで規定された「特区」という手法は他の法律でも用いられている。
それは大きく₃つに類型化できる2）。①一般的な法制に穴を開けて、別の
制度を試行的に実施するもので、いずれは一般法の改変に至ることを想
定しているもの（例：構造改革特区）、②特別の性格をもつ（もたせる）地域
1）安本典夫・森川憲二「復興まちづくりと集団移転の事業制度」（平山洋介・斎藤浩
編『住まいを再生する──東北復興の政策・制度論』岩波書店、₂₀₁₃）₁₄₂頁。
2）安本典夫「東日本大震災復興特区法の検討課題」名城法学₆₁巻 ₄号（₂₀₁₂）₁₆₁
頁以下。
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の特別の法制度とするもの（中国の深圳経済特区、イギリスのドックランド・エ
ンタープライズゾーンなど）3）、③従来の諸法律の「立法事実」を超える事実に
直面して、従来の法制の枠をも超えたオーダーメイドの法制で対応しよ
うとするもの。復興特区法による復興特区制度は、一応③の類型にあた
るといえよう4）。
　この復興特区制度は、 ₃種の特区より成っている5）。復興推進計画を定
める特区、復興整備計画を定める特区、復興交付金事業計画を定める特
区である。復興交付金事業計画は、復興のための施策・事業を遂行する
財源確保のための計画であり、具体的には、「国費（東日本大震災復興交付
金）＋地方負担」で事業等を遂行するとともに、その地方負担も、基幹事
業に係る地方負担分の₅₀％に追加的国庫補助、そして地方交付税の加算
等により最終的には全て国が手当てをする、というものである6）。
　復興推進計画は、個別規制・手続の特例や税制上の特例等を受けるた
めの計画である。特例には、規制・手続に関する特別措置7）や、税制等に
3）総合改革特区、国家戦略特区は、あえていうならこのタイプに属するといえよ
う。
4）もっとも、後述のように、同様の大災害を想定した一般法としての大規模災害復
興法（₂₀₁₃）が制定された。
5）安本・前掲注︵₂︶₁₆₄頁。なお、復興特区については斎藤浩「復興特区の仕組みと
運用・改正の課題 ︵₁︶・︵₂︶・︵₃︶」立命館法学₂₀₁₂年 ₁号・ ₂号・ ₃号、斎藤浩
「被災者のための『復興特区』を考える」（平山・斎藤編・前掲注︵₁︶）₄₃頁以下、
磯崎初仁「東日本大震災復興特別区域法の意義と課題（上）（下）」（自治総研₄₀₃
号・₄₀₅号，₂₀₁₂）なども参照。
6）基幹事業の事業本体のみならず、その事業の推進のための諸費用（市街地整備の
促進に必要な市街地整備のコーディネート費、専門家派遣、合意形成支援、土
地区画整理の促進に必要な権利関係調整の調査費、盛土環境整備など）も「効
果促進事業」として財政上の手当てがされる。
7）特定区画漁業権免許の特例、用途地域における建築制限の特例、応急仮設店舗・
工場等の存続可能期間の延長、公営住宅等の入居者資格要件を住宅困窮要件の
みとする（親族同居要件・収入要件をはずす）など。東日本大震災復興対策本
部事務局「東日本大震災復興特別区域法資料」（₂₀₁₁.₁₂）（以下「復興特区法資
料」として引用）₅頁以下、₂₁頁以下参照。
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関する特例8）などがある。計画内容としては、産業誘致、産業活動円滑化
などのための個別施策が多い。
　復興整備計画は、基盤の復興・整備のための複数事業に関する事項に
ついて₁つの計画として決定して進める（「ワンストップ処理」・「一元的処理」
と称されている）、というものである。
　₂₀₁₃年 ₆月に制定された大規模災害からの復興に関する法律（「大規模災
害復興法」と呼ぶ）（平₂₅法₅₅）は、今後発生するかもしれない大災害からの
復興について定めた一般法である。この中で、「復興のための特別の措
置」を定めた。その大部分は、「復興計画とそれにもとづく計画の決定・
変更、遂行する事業についての特別の措置」である。これは、復興特区
法上の「復興整備計画」とほとんど同様の仕組みとなっている9）。した
がって、復興特区法上の諸制度の中で、「ワンストップ処理」を謳った復
興整備計画のシステムは、今後さらに一般的制度として展開することが
期待されているといえよう。
　この「ワンストップ処理」とは、複数事項の計画決定、許認可等を₁
つの計画として決定し、その計画決定・公表をもって、個別計画決定・
許認可があったものとみなす、そのための組織として、関係機関等から
なる協議会を設置できる、というものである。
　複合的な内容の行政決定を行う行政システムはどうあるべきか、この
8）復興産業集積区域を設定し、国税の法人税（指定により①新設事業所₅年間無
税、②給与等支給額の一定割合を税額控除、③取得等をした機械・装置・建
物・構築物に特別償却または税額控除）、事業税等の地方税の課税免除または不
均一課税（これについては地方公共団体の減収に対して地方交付税により補
填）、復興居住区域を設定し、住居確保寄与事業を行う指定法人が、被災者向け
新築優良賃貸住宅の取得等をして賃貸するのに対して特別償却など。「復興特区
法資料」前掲注︵₇︶ ₇頁以下参照。
9） 違いは、復興特区法上の復興整備計画にもとづく特定復興整備事業についての環
境影響評価法の適用除外（それに代えて国交省・環境省令に基づく特定環境影
響評価）が、大規模災害復興法にはない、などであろうか。
116複合的行政決定のあり方（安本）（40︲1･2︲116）
（5）
復興整備計画は、それについての₁つの可能性を示しているかのようで
ある。
　ただ、私は、法制定直後（₂₀₁₂.₁.₁₀）に執筆した別稿で、次の点を検討
課題としてあげた。復興整備計画を決定するまでに、関係機関の同意等
を事前に個別に得ておく、そのために県の各部課等関係機関をまわって
調整をしなければならないというのであれば、一元的処理は名だけのも
のになるだろう、その事前調整自体が、関係各部課からの参加を得て集
団的に行われることになるのであろうか10）。
　果たして、復興特区法上の復興整備計画制度は、「ワンストップ処理」
を実現し、新たな複合的行政決定システムの可能性を切り拓いたといえ
るか、復興整備協議会はどのように機能しているのか。
　本稿では、この点に絞って検討を行う。
１．復興整備計画制度とその特徴
（1）復興整備計画制度の趣旨
　今次災害における大きな特徴は、平地における市街地、耕作地等を含
むほとんどすべての社会基盤が破壊された、ということである。した
がって、その復興は、ハード面では、高台移転、平地の土地嵩上げ等を
も含む、面的な整備手法によることとなる。具体的には、市街地再建に
ついていえば、土地区画整理事業（土地区画整理法、被災市街地復興特別措置
法）、防災集団移転促進事業（以下「集団移転事業」と呼ぶ）（防災のための集団移
10）安本・前掲注︵₂︶₁₆₉頁。同様の指摘は、ある程度復興過程が進んだ段階におい
ても、各自治体の実感として述べられている。斎藤・前掲注︵₅︶立命館法学₂₀₁₂
年 ₃号₁₄₈₉頁以下。
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転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律）、漁業集落防災機能強化
事業（法律に基づかない国の財政措置による事業）、津波復興拠点整備事業（津
波防災地域づくり法）などが、個別の道路・公園等の整備事業と並んで、そ
して災害公営住宅整備や個人の住宅再建支援のシステムとあわせもって
進められてきた11）。
　このとき、市街地を復興するには、複数の事業の合併施行、あるいは
ある事業を行うために複数の許認可等が必要となる場合が少なくない。
たとえば、海岸周辺の住宅市街地が被災・壊滅した場合、被災地区を業
務地区や防災公園にし、住宅街区を、市街化調整区域か、あるいは都市
計画区域外の農林業の地域に建設する、ということがある。市街化調整
区域でそれを行うには、土地の権利関係が細分化しているため、土地区
画整理事業等を行うことがある。この場合は、土地区画整理事業施行の
諸手続のほかに、都市計画法上の開発許可、農地法上の農地転用許可
等々が必要となる。都市計画区域外で行う場合でも、₁ ha 以上であれば
開発許可（都計₂₉条 ₂項、都計令₂₂条の ₂）、農地であれば農地転用、林地で
あれば林地開発許可や保安林指定解除等が必要な場合が生じてくる。そ
して、当然のことながら、これらには多数の権利者等が関係する。
　このような復興過程においては行政決定・遂行が複合し、複数の許認
可、土地利用計画変更が組み合わさり、多数の主体・関係者が絡んでく
る。それが故に甚だしい遅れが生じかねない。このような復興に関わる
事業等を遂行するシステムとして、復興整備計画制度が創設されたので
ある。
11）安本・森川・前掲注︵₁︶₁₄₂頁以下。
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（ 2 ）復興整備計画制度の概要12）
　被災した市町村13）は単独で、または都道県14）（以下「県」と記す）と共同し
て復興整備計画を定めることができる。この計画に定めた復興整備事業
を迅速に行うために、いくつかの特例、制度の創設がなされている。
　復興整備事業には次のものがある。①市街地開発事業15）、②土地改良事
業、③復興一体事業16） 、④集団移転事業17）、⑬住宅施設、水産物加工施設
その他円滑・迅速な復興に必要な施設の整備事業。
　以下にみるように、復興整備計画に、土地利用関係計画の変更等、あ
るいは復興整備事業実施に必要な許認可等事項や計画を記載して計画決
定・公表すると、計画の決定・変更等や各許認可等があったものとみな
される（ワンストップ処理）。また、復興整備事業の実施要件・内容に係る
特例も認められる。
12）「復興特区法資料」前掲注︵₇︶、復興庁「復興整備計画作成マニュアル」（₂₀₁₂.１
公表。以後改訂され、現行マニュアルは₂₀₁₄.１公表）。なお、安本・前掲注︵₂︶
₁₅₂頁以下、斎藤・前掲注︵₅︶立命館法学₂₀₁₂年 ₂号₈₇₂頁以下も参照。
13）正確には「被災関連市町村」。これは特定被災区域内の一定の要件に該当する地
域であって、市街地の整備に関する事業、農業生産の基盤の整備に関する事業
その他の地域の円滑かつ迅速な復興を図るための事業を実施する必要がある地
域をその区域とする市町村をいう（復興特区₄₆条 ₁項）。
14）正確には「被災関連都道県」（復興特区₄₆条 ₁項）。
15）これには、土地区画整理事業、新住宅市街地開発事業、工業団地造成事業、新
都市基盤整備事業、住宅街区整備事業、防災街区整備事業がある（都計₁₂条 ₁
項）。
16）復興一体事業とは、復興整備計画区域内の土地の区域であって東日本大震災に
よる被害により土地利用の状況が相当程度変化した地域又はこれに隣接・近接
する地域において、市町村が次に掲げる事業を一体的に施行する事業をいう
（復興特区₅₇条 ₁項）。①土地区画整理事業、②農業用用排水施設・農業用道路
その他農用地保全・利用上必要な施設の新設・管理・変更、③客土、暗渠排水
その他の農用地改良・保全のため必要な事業。この復興一体事業は本法によっ
て創設されたもので（「復興特区法資料」前掲注︵₇︶₄₆・₄₈頁参照）、本稿で検討
課題とする複合的行政決定・執行をそもそもの内容とする事業ともいえる。
17）「集団移転事業（正式には防災集団移転促進事業）」とは、地方公共団体が住宅
の用に供する政令で定める規模以上の一団の土地（「住宅団地」）を整備して移
転促進区域内にある住居の集団的移転を促進するために行なう事業である（集
団移転₂条 ₂項）。なお、安本・森川・前掲注︵₁︶₁₄₅頁以下参照。
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　そのほか、復興整備事業の実施の円滑化等のための特例もいくつか規
定された18）。
（3）復興整備計画におけるワンストップ処理
　この「ワンストップ処理」には、土地利用関係計画の変更等のワンス
トップ処理と復興整備事業実施に関わる許認可・決定等のワンストップ
処理とがある19）。
　土地利用関係計画の変更等とは、例えば、都市計画区域の指定・変
更・廃止（都計₅条）、都市計画の決定・変更（都計₁₈条・₁₉条等）、農用地利
用計画の変更（農振₈条・₁₃条）、保安林の指定・解除（森林₂₅条の ₂・₂₆条の
₂）などである。復興整備計画に土地利用関係計画の変更等を記載して計
画決定・公表すると、当該土地利用関係各計画の変更等がなされたもの
とみなされる（復興特区₄₈条 ₉項）。
　復興整備事業実施に関わる許認可・決定等とは、例えば、開発行為等
の許可（都計₂₉条・₄₃条）、 都市計画事業の認可・承認（都計₅₉条）、農地転用
の許可（農地₄条等）、農用地区域での開発行為の許可（農振₁₅条の ₂）、保
安林等における立木の伐採等の許可（森林₃₄条等）などである。復興整備
計画に、許認可等事項を記載して計画決定・公表すると、各許認可等が
あったものとみなされる（復興特区₅₀条。なお、 ₂ ha を超える農地転用を含むこ
ととなる場合は、その旨の土地利用方針を定めた復興整備計画について、農林水産大
臣に協議しその同意を得なければならず、それが大臣の許可に替えられる。同₄₉条 ₁
項・ ₂項）。事業計画の決定とは、県営土地改良事業計画、集団移転事業計
18）早期段階での土地立入り・建築等の届出、環境影響評価の特例、復興整備事業
実施者による筆界特定申請、国土交通省による地籍調査実施等々、様々なもの
がある。「復興特区法資料」前掲注︵₇︶₅₁頁以下、「復興整備計画作成マニュア
ル」前掲注︵₁₂︶ ₁頁以下等も参照。
19）「復興特区法資料」前掲注︵₇︶₄₅頁参照。
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画、住宅地区改良事業計画などであり、それについて復興整備計画に記
載して計画決定し、公表すると、所定の同意等を得て事業計画が定めら
れたものとみなされる（復興特区₅₀条・₅₂条 ₅項・₅₃条 ₈項・₅₄条₁₀項・₅₅条 ₄
項）。
　そして、計画策定、実施の協議のための調整システムとして、復興整
備協議会が定められた（復興特区₄₇条 ₁項）。それは、被災関連市町村長と
被災関連県知事を基本的な構成員とし（同条₂項）、その他国の行政機関の
長、密接な関係を有する者や市町村長が必要と認める者を構成員とする
ことができ（同条₃項）、また、協議内容に即して、法定の関係行政機関・
密接な関連を有する者を構成員としなければならない（同条₄項）。
２．複合的行政決定システムの検討の視点
（1）複合的行政決定・執行のわが国のシステム
　一般的には、わが国の法制では、個別法で要件・手続・効果を規定し、
各法律相互には直接の関係はないものと構成されている20）。あるいは、あ
えて切り離しているともいえる。たとえば、風俗営業等の規制及び業務
の適正化等に関する法律（以下「風営法」という） ₃条の営業許可と建築基
準法 ₆条の建築確認との関係についてみれば、風営法上の営業許可はそ
の法目的、同法令上の基準・考慮事項に即してのみ判断すべきものとさ
れ、他方、建築基準法上の建築確認は建築基準関係規定への適合性のみ
判断することとなっている。
　このように、別々に許可等を得るとされ、その間の相互調整はないシ
20）もっとも、最判平成₁₉ ･ ₁₂ ･ ₇民集₆₁巻 ₉号₃₂₉₀頁は、特有の事情の下ではあ
るが、岩石の採石計画認可とその積み出し桟橋設置のための海岸占用許可とを
関連づける判断をした。
111（40︲₁･2︲111）大阪学院大学法学研究₂₀₁₄
（10）
ステムを「並列システム」と呼んでおこう。このシステムの下では、
別々の許可を得ることによって、複数の視点からのチェックがなされる
のであり、各決定については、それぞれの担当行政組織内部での意思決
定を経る。
　他方、組み合わせのケースもないではない。例えば、建築基準法上の
建築確認においては、建築基準関係規定（建基₆条 ₁項）への適合性を判定
する。建築基準関係規定とは、①建築基準法およびこれに基づく命令・
条例の規定、②その他建築物の敷地・構造・建築設備に関する法令の規
定で政令で定めるものであり、建築基準法施行令₉条で列挙された②の
中には、消防法 ₉条・₁₅条・₁₇条、都市計画法₂₉条 ₁・ ₂項、₃₅条の ₂
第 ₁項などがある。
　この消防法関係の規定への適合は、建築確認申請に先立って消防長等
の同意を得なければならない、というシステムによって担保される（建基
₉₃条 ₁～ ₄項）。他方、都市計画法関係規定への適合は、確認申請に「都市
計画法第₂₉条第 ₁項又は第 ₂項の規定に適合していることを証する書面」
（「適合証明書」）の添付が求められる（建基₉₃条の ₃、建基規則 ₁条の ₃第 ₁号イ）
ことによって担保される21）。
　すなわち、縦に順番に「消防法上のチェック→建築確認」・「都市計画
法上のチェック→建築確認」と構成されているのであり、これを「直列
システム」と呼んでおこう。
　このとき、直列の各段階の争い方は、それぞれの法律の定めるところ
による。消防法と建築確認については、消防長の同意は行政内部の措置
21）これに対応して、申請者は、開発許可権者に「都計₂₉条に適合している書面」
を求めることができるとされている（都計規則₆₀条）。これには、ⅰ開発許可を
得ていることを証する書面（「開発行為許可通知書」）ⅱ「開発許可不要証明書」
（開発行為に該当するが、開発許可は不要）、ⅲ「開発行為非該当証明書」（開発
行為に該当しない）がある。 
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という性格のものとされ、同意・不同意の取消訴訟はできず、建築確認
の取消訴訟で、同意・不同意の違法性を主張すべきものとされる22）。建築
確認の中に、先行行政判断（決定）が吸収された形になっている（「吸収型
直列システム」と呼ぶことができる）。他方、都市計画法上の開発許可（「開発行
為許可通知書」により通知される）は独立の行政処分であり、開発許可の取消
訴訟で争うべきものであって、建築確認の取消訴訟で開発許可の違法の
主張はできない（「独立型直列システム」）23）。
（2）ドイツの「計画確定手続」における複合的行政決定・執行システム
　他方、ドイツでは、イムミシオン防止法、原子力法による許可手続な
どにおける多段階的行政手続（gestuftes Verwaltungsverfahren）（手続を合理的に再分
割し、段階を追って利害を調整）に代わって、空港、アウトバーン設置などに
「計画確定手続（Planfeststellungsverfahren）」が導入された。これは、上に見た
わが国のそれとは異なり、いわば「融合システム」とも呼べるものとも
いえる。以下、山田洋の研究成果24）に依拠して、簡単に特徴を整理して
みる。
　計画確定手続とは、それによる旨の法律の定めがあれば、当該事業に
22）最判昭和₃₄ ･ ₁ ･ ₂₉民集₁₃巻 ₁号₃₂頁。
23）もっとも、「適合証明書」のうち開発許可不要証明書・開発行為非該当証明書は
独立の行政処分ではなく、その違法性は建築確認の取消訴訟等で主張すべきも
のとされている。安本典夫『都市法概説［第₂版］』（法律文化社、₂₀₁₃）₁₂₅・
₁₂₆頁参照。
24）山田洋『大規模施設設置手続の法構造』（信山社、₁₉₉₅）。なお、計画確定手続に
ついては、そのほか、山本隆司『行政上の主観法と法関係』（有斐閣、₂₀₀₀）₂₈₁
頁等、室田昌子「ドイツの連邦道路事業における計画調整システムと概略計画
段階での調整方法に関する考察」日本都市計画学会学術研究論文集 No.₃₇
（₂₀₀₂）₄₀₉頁以下、同「ドイツの計画確定手続きにみる利害関係者との調整の
仕組みに関する考察」日本都市計画学会都市計画論文集 No.₃₉- ₃（₂₀₀₄）₄₃₃頁
以下、石塚武志「ドイツにおける計画確定の実体的規制法理（₁）」龍谷法学₄₄巻
₄号（₂₀₁₂）₆₄₄-₆₄₅頁（ただし、この論文は計画確定手続の特有性を論じたも
のではない）など。
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関しては、他の法律が命じる他の行政機関の許認可、同意等が一切不要
となる、というものである。かくして、当該事業に関連する行政手続が
計画確定手続に一本化され、関係住民や関係行政機関の参加の下に、当
該事業に関わる全ての利害が決定機関の計画裁量に組み入れられ、一挙
に調整されることとなる（集中効）25）。
　この「他の行政機関による許認可・同意が不要となる」というとき、
「不要となる」とはどういうことか。不要となった許認可等の要件規定
が、計画確定手続でどういう役割を果たすか、すなわち、計画確定機関
は、それらの要件をも考慮しなければならないか、行政手続法の規定の
みを考慮して手続を実施すればよいのか、それとも他の法律（例：イムミ
シオン防止法）所定の手続規定も遵守しなければならないか。これについ
ては以下の諸説があるという26）。
　すなわち、①管轄集中説によれば、（特別規定のない限り＝以下同じ）集中
効により不要となった決定に関する管轄権を計画確定機関に一元的に移
管し、計画確定機関は不要となった諸決定の手続的要件を遵守し、かつ
実体法上の要件が全て充たされなければ計画確定決定できない。他方、
②手続集中説によれば、諸決定の手続は計画確定手続に一元化されるが
（計画確定手続に関する規定のみにしたがって手続を実施）、不要となった諸決定
の実体法上の要件には全面的に拘束される。③制限的実体集中説によれ
25）「当該事業」には「付随措置」も含まれるが、どこまでが付随措置の名によって
集中効が及ぶか、集中効の対象となる他行政機関の決定には内部的同意も含ま
れるか、事業完成後の他の原権限機関の監督権はどうなるか、等々の問題につ
いては、山田・前掲注︵₂₄︶₁₂₁頁以下参照。なお、異議を法定期間内に申し立て
た者のみが参加手続（許可手続）に参加でき、訴訟を提起できる。これを排除
効という（同上₁₅₀頁）。手続的排除効は、異議申立期間の経過の効果が、参加
手続からの排除にとどまるのに対し、実体的排除効は、異議申立期間の経過に
より取消訴訟の提起もできなくなる（同上₁₅₃-₁₅₄頁）。計画確定手続における実
体的排除効の立法化が進展しつつある（連邦遠距離道路法、連邦鉄道法）が、
行政手続法自体は手続的排除効にとどまる（同上₁₆₇頁）。
26）山田・前掲注︵₂₄︶₁₂₅･₁₂₆頁。
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ば、計画確定機関は不要となった諸決定の手続的要件に拘束されず、か
つ実体法上の要件にも厳密に拘束はされず、比較考量の一要素として考
慮に入れるにとどまる。最後に、④非制限的実体集中説によれば、不要
となった諸決定の手続的・実体的要件に一切拘束されない。計画裁量は
計画と不可分であり、不要となった諸決定の実体的要件規定によって保
護されていた諸利害も含め、計画に関わるすべての諸利害が、計画確定
手続の場で比較考量されなければならない。①は極めて少数であり、④
は古い文献に散見されるにとどまり、②・③が学説の大勢である。ただ、
③でも、実体要件の拘束力が相対化されるのは、それに優越する別の利
害が存在する場合に限られ、他方、②も、実体要件に矛盾抵触が生じた
場合には、その調整を図る必要は否定しない、したがって②・③に大差
はない。判例は、個別の実体規定ごとにその計画確定決定に及ぼす拘束
力を判断し、事案に即して、計画裁量と法的拘束との適切な調和点を見
出していこうとしている、という27）。
（3） 複合的行政決定システムの検討の視点
　復興特区法上の復興整備計画制度における複合的行政決定は、以上の
「並列システム」、「直列システム」そして「融合システム」のいずれにあ
たるものとして、実定法上構成されているか。それは、同法が、実体的
要件にどういう変更を加えたか、手続的要件にどういう変更を加えたか、
の検討をまず要求する。そして後者の手続の検討においては、複合的調
整の場としておいた復興整備協議会がどういうものであり、どういう機
能を果たすか、の検討をも要求する。
27）山田・前掲注︵₂₄︶₁₂₆頁以下。
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３．復興整備計画制度における実体的要件の変更
（1）土地利用計画変更の要件
　復興整備計画に土地利用関係計画の変更等を記載して計画決定・公表
すると、当該土地利用関係各計画の変更等がなされたものとみなされる
（復興特区₄₈条 ₉項）。ただし、この事項を記載した復興整備計画を決定する
には、県との共同決定か、あるいは予め県知事等との協議・同意を得て
おかなければならないなどとされている（復興特区₄₈条 ₁項・ ₂項）。
　このとき、同意の実体的要件については、復興特区法上特別の規定は
ない。これは、個別法の定める実体的要件に変更を加えていないことを
意味する。
　ただ、そもそも、土地利用計画決定の実体的要件について、わが国に
おいては、具体的な法律上の規範（枠組み）はきわめて少なく、それにつ
いて敢えて特則を定めるまでもない、というのがその背景にあるといえ
よう。また、許認可・事業施行の要件を土地利用計画如何にかかわらず
認めるという特例を以下のように設けたため、事業実施後に現状にあわ
せて土地利用計画を変更することも想定されている。
（2）許認可の要件
　一定の許認可については、復興整備計画に記載して28）決定・公表する
と、許認可がなされたとみなされる（復興特区₅₀条）。ただし、この事項を
記載した復興整備計画決定については、県との共同決定か、あるいは同
意権者に協議し（協議会が組織されている場合は協議会の会議における協議）その
28）復興整備計画には復興整備事業に係る事項を記載するが（復興特区₄₆条 ₂項 ₄
号）、復興整備事業に係る事項として、事業に係る許認可事項も記載する（復興
特区₄₉条 ₄項）。
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同意を得なければならない、とされている（復興特区₄₉条 ₁項・ ₅項～ ₉項）。
このときの同意基準はどうか。
　開発許可事項（復興特区₄₉条 ₄項 ₁号）についての知事の同意基準は、一
般的には都計法₃₃条基準（調整区域内では、それに加えて同法₃₄条基準）に適合
していること（復興特区₄₉条₁₀項）、および調整区域の建築等許可事項（復興
特区₄₉条 ₄項 ₂号）は都計法₃₃条・₃₄条基準の例に準じて国交省令で定める
基準（国交省関係復興特区法施行規則₁₀条 ₁項。これは、都計法施行令₃₆条に規定す
る基準となっている）とされており（復興特区₄₉条₁₁項）、いずれも一般の場合
に変更は加えられていない。しかし、被災により土地利用状況が大きく
変化し、多数の住民が避難や住所移転をした地域（あるいはその隣接・近接
地域）で、その復興・生活再建に調整区域でも実施することが必要な場合
には、それに特例がおかれている。開発許可については、調整区域で
あっても₃₄条基準を適用しないこととされており29）、調整区域の建築等許
可については、都市計画法₃₄条特有の基準に関わる基準が適用されてい
ない30）（復興特区₄₉条₁₂項）。 
　農地転用に係る知事の同意（復興特区₄₉条 ₄項 ₄号）、 ₂ ha を超える農地
転用に係る農林水産大臣の同意（復興特区₄₉条 ₁項・ ₂項）の要件について
も、特例が定められている。農用地区域のままでも農地転用は許可され、
代わりに置かれた要件は、 ₁筆ごとの判断ではなく、土地利用方針が下
記の基準を充たしているかどうか、というものである。①被災関連市町
村等が作成する復興整備計画、②被災関連市町村の復興のため必要かつ
適当、③被災関連市町村の農業の健全な発展に支障を及ぼすおそれがな
い（復興特区₄₉条 ₃項・₁₄項）。復興整備計画に定められた事業のためなら、
29）復興特区法₄₉条₁₂項は、都市計画法₃₃条基準適合を同意基準としている。
30）都計法施行令36条基準に準じて省令で定める基準とされ、国交省関係復興特区
法施行規則10条 2項は都計法施行令36条 1項 3号を除く基準としている。
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農業上の支障を防止する措置を講じつつ、基本的には認める要件になっ
ている。農業振興地域の農用地区域内の開発行為の許可（農振₁₅条の ₂第 ₁
項）についても同様の扱いとされた（復興特区₄₉条₁₄項）。
　地域森林計画対象民有林における開発行為の許可（森林₁₀条の ₂第 ₁
項）31）、保安林の伐採等許可（森林₃₄条）32）等に関わる基準は、特に変更はな
い。
（3）各種事業の施行要件等
　復興整備計画に記載された土地区画整理事業（および復興一体事業に係る
土地区画整理事業）の施行要件について、変更が加えられている（復興特区₅₁
条 ₂項）。一般的には、都市計画法は、都市計画基準として、国の一定の
計画に適合することと並んで、当該都市の特質を考慮して当該都市の健
全な発展と秩序ある整備を図るため必要なものを一体的かつ総合的に定
めなければならず、当該都市における自然的環境の整備又は保全に配慮
しなければならないとしつつ（都計₁₃条 ₁項）、市街地開発事業について
は、市街化区域または区域区分が定められていない都市計画区域で、一
体的開発・整備の必要がある土地の区域について定めるとしている（同項
₁₂号）。これが、復興特区法では、「一体的に開発し、又は整備する必要が
ある土地の区域について定める」とされ、「市街化区域、区域区分が定め
られていない都市計画区域」に限定されないこととなった。もっとも、
市町村施行の場合、都市計画事業として行うのはそのままのため、都市
計画区域内で施行しなければならないという枠ははずされていない33）、し
31）そもそも国・地方公共団体の行う行為は適用除外とされている（同条₁項）。ま
た、許可基準（同条 ₂項）「災害発生や周辺地域環境の著しい悪化のおそれがな
い」というのは外しがたい。
32） これは、防災上などの視点から、安易に緩和しがたい。
33）土地区画整理法 ₃条 ₄項は、都道府県・市町村は施行区域の土地について土地
区画整理事業を施行することができるとしており、「施行区域」とは都市計画法
第₁₂条第 ₂項の規定により土地区画整理事業について都市計画に定められた施
行区域をいう（区画整理₂条 ₈項）。なお、土地区画整理組合、区画整理会社は
都市計画区域外でも施行はでき、これは、復興特区法による影響はない。
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たがって市街化調整区域でも施行を可能とするのが特例の意味である。
もっとも、現況は都市計画区域外であっても、復興整備計画で都市計画
区域に変更すれば、土地区画整理事業施行は可能となる。
　土地改良事業についても、申請によらない県施行事業について一定の
規定をおいている（復興特区₅₂条）。
　集団移転事業の実施要件（市町村の計画への国土交通大臣の同意要件）は、①
異常な自然現象による災害発生地域、または②災害危険区域（建基₃₉条 ₁
項）のうち、住民の居住に適当でなく、その生命・身体・財産を災害から
保護するため住居の集団的移転促進が適当（集団移転₁条・ ₂条）というも
のであるが、その要件そのものについては、復興特区法で変更を加えて
いない。変更がなされたのは、事業主体と事業内容についてである。一
般的には、市町村実施が原則で、事業規模が著しく大であることその他
の事由により市町村実施が困難な場合は、市町村の申出により県が実施
できる、ということになっている（集団移転₆条）。この県施行の規模要件
がはずされた（復興特区₅₃条 ₁項）34）。
　また、移転先として造成する「住宅団地」に関する補助対象に、住宅
用地に加えて、移転者の居住に必要な医療施設・官公庁施設・購買施設
その他居住者の共同の福祉・利便のため必要なものの用地も含まれる、
と拡大された（復興特区₅₃条 ₂項）。また、住宅団地の用地取得・造成費の
補助についても、一般的には「取得・造成後に譲渡する場合」には補助
対象外になるのに対し、用地取得・造成費が譲渡対価を上回る場合には、
それも補助対象となるとされた（復興特区₅₃条 ₂項）。
34）市町村から「集団移転促進事業計画を定めることが困難」の申し出あった場合
に県が実施できる、とされた。
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（４）小括
　このように、許認可の一元的処理についての実体要件の規定の変更は、
調整区域での開発行為の許可、市町村施行の土地区画整理事業可に関し
て大きく変えられたことと、農地転用・転用目的売買の許可が、被災関
連市町村の復興のため必要かつ適当、被災関連市町村の農業の健全な発
展に支障を及ぼすおそれがないという、非常に抽象的なものとされた、
という点に絞られてくる。
　これは、関係機関・関係者の協議の中で、復興整備計画全体の中に位
置づけられて、その内容上の妥当性が確保され、実現されていくことを
意図しているものといえよう。
４．復興整備計画制度における手続の変更
（1）復興整備計画作成手続
⒜ 復興整備計画制度の手続上の意味
　上記のように、復興整備計画に、都市計画など土地利用関係計画の変
更等、復興整備事業実施に必要な許認可等事項（開発許可、都市計画事業の
認可・承認、農地転用の許可）、復興整備事業実施に必要な事業計画を記載し
て、計画決定・公表すると、計画の決定・変更がなされた、あるいは各
許認可等があったものとみなされる（ワンストップ処理 ）。
　この計画決定の手続として、復興整備協議会が組織され、そこでの協
議・同意等がなされることが目指されると同時に、協議会が組織されな
い場合（および協議会における協議が困難な場合）の個別の協議・同意手続も
定められている。
　復興整備協議会は、市町村長と県知事を基本的な構成員とし（復興特区
₄₇条 ₂項）、任意に加えることのできる構成員（任意的構成員）として、国の
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関係行政機関の長、復興整備計画およびその実施に密接な関係を有する
者、そして被災関連市町村等が必要と認める者（同条₃項）、さらに個別協
議事項に応じて加えなければならない構成員（必要的構成員）として法律上
定められた者（同条₄項）を加えた組織である。さらに、その組織として
の協議会が「協議を行うための会議」について別途規定され、協議会構
成員（市町村長・県知事、任意的構成員・必要的構成員）またはこれらの指名す
る職員をもって構成されるとしている（同条₅項）。
⒝ 復興整備計画［土地利用計画等］決定手続
　復興特区法上、土地利用計画等に関わる復興整備計画の決定手続の主
要なものは、第₁表のようになっている。協議会が構成されている場合
は、①欄の各事項について、②欄を協議会構成員として協議しなければ
ならず（知事は基本的構成員）、③欄の者の同意が必要である。協議会が組
織されていない場合（および協議会における協議が困難な場合）は、個別に④
欄の者と協議し、⑤欄の者の同意を得なければならない。（復興特区₄₇条 ₂
項・ ₄項、₄₈条 ₁項～ ₃項）
第 1 表
協議会が組織されている場合
協議会が組織されていない場合
協議会における協議が困難な場合
① ②協議会構成員 ③同意 ④協議 ⑤同意
土地利用基本計画 国交大臣
学識経験者
共同作成 国交大臣
審議会意見
共同作成
都市計画区域 国交大臣
学識経験者等
共同作成
国交大臣
国交大臣
県都計審意見
共同作成
国交大臣
都市計画
（県が定める） 国交大臣
共同作成
国交大臣 国交大臣
共同作成
国交大臣
都市計画
（市が定める）
［知事］ 知事（共同除く）
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都市計画
（町村が定める）
［知事］ 知事（共同除く） 知事 知事（共同除く）
農用地利用計画［知事］
密接関係者
知事（共同除く） 密接
関係者意見
知事（共同除く）
地域森林計画区域 学識経験者
森林管理局長
農水大臣
共同作成 県森林審議会・
森林管理局長意見
農水大臣
共同作成
保安林
農水大臣
共同作成
農水大臣 農水大臣
共同作成
農水大臣
［知事］：知事は基本的構成員
共同作成：市町村と県の共同作成の場合のみ計画に記載できる
知事（共同除く）：共同作成の場合を除いて知事の同意が必要
　都市計画決定を例にあげると、一般には、市町村・都道府県が決定す
る場合、案の作成段階で意見聴取手続、案の公告・公衆の縦覧・意見書
提出手続を経るとともに、広域行政団体のチェックがかかる（都道府県決
定の場合は一定のものについて国交大臣と協議・その承認が、市決定の場合知事と協
議、町村決定の場合知事と協議・その承認が必要）。復興整備計画手続では、協
議会が組織されていない場合（または協議会の会議での協議が困難な場合）は、
県決定については国交大臣と協議しその同意を、市決定については知事
と協議、町村決定については知事と協議しその同意を得なければならな
い。協議会が組織されている場合、県決定については協議会で協議し（国
交大臣は必要的構成員）、国交大臣の同意を35）、市決定については協議会で協
議（知事は基本的構成員）、町村決定については協議会で協議し（知事は基本的
構成員）、知事の同意を得る（共同作成の場合は不要）こととなっている。す
なわち、個別決定手続で「協議」をしなければならない場合に、協議会
が組織されていれば協議会での協議で代える、そして「同意」は別途必
要とされる。この点では基本的には変更はない。なお、縦覧・意見書提
35）この場合、市町村が協議会での協議に加わることになる。この点では一般の手
続とは異なる。
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出、都市計画審議会などの審議会への付議、その他法令の定める手続は、
あわせて踏まなければならない（復興特区₄₈条 ₄項～ ₈項）。
　他の計画についても、ほぼ同様である。
⒞ 復興整備計画［許認可等事項］決定手続
　特区法上、許認可・事業決定等に関わる復興整備計画の決定手続の主
要なものは、第₂表のようになっている（復興特区₄₉条 ₁項・ ₂項・ ₅項～ ₉
項）36）。
第 2 表（表の構成は第₁表と同じ）
協議会が組織されている場合
協議会が組織されていない場合
協議会における協議が困難な場合
① ②協議会構成員 ③同意 ④協議 ⑤同意
農地転用（₂ ha超） 農水大臣 農水大臣 農水大臣 農水大臣
農地転用（₂ h以下）［知事］
県農業会議等
知事（共同除く） 知事
県農業会議等
知事（共同除く）
都計事業大臣認可 国交大臣
公共施設管理者
国交大臣 国交大臣 国交大臣
都計事業知事認可［知事］
公共施設管理者
知事（共同除く） 知事
公共施設管理者
土地改良事業者
知事（共同除く）
国立公園許可届出 環境大臣 環境大臣 環境大臣 環境大臣
国定県公園許可届出［知事］ 知事（共同除く） 知事 知事（共同除く）
開発許可 ［知事］
公共施設管理者
公共施設管理予定者等
知事（共同除く）
公共施設管理者
知事
公共施設管理者
公共施設管理予定者等
知事（共同除く）
公共施設管理者
調整区域内建築許可［知事］ 知事（共同除く） 知事 知事（共同除く）
農用地区域内開発［知事］
県農業会議
知事（共同除く） 知事
県農業会議等
知事（共同除く）
36）なお、都市計画事業認可以降は復興特区法に特別の規定はなく、各個別法によ
る手続となる。
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林地開発許可 ［知事］
森林林業学識経験者
知事（共同除く） 知事
県森林審議会
知事（共同除く）
保安林伐採許可［知事］ 知事（共同除く） 知事 知事（共同除く）
集団移転促進事業 国交大臣 国交大臣
（関係行政機関長協議）
国交大臣 国交大臣
（関係行政機関長協議）
漁港区域内許可
（県管理）
［知事］ 知事（共同除く） 知事 知事（共同除く）
［知事］：知事は基本的構成員
知事（共同除く）：共同作成の場合を除いて知事の同意が必要
　例えば、一般には、都市計画法上の開発許可を得るには、許可申請者
は予め公共施設管理者と協議しその同意を得て（都計₃₂条 ₁項）、また公共
施設の管理者となる者等と協議をして（都計₃₂条 ₂項）都道府県知事の許可
を得なければならない。また、農地転用において知事の許可37）、 ₄ ha超の
転用については農林水産大臣の許可を得なければならない（農地₄条 ₁
項）38）。知事の許可を得る場合、農業委員会を経由して申請書を提出し、農
業委員会は意見を付して知事に送付する（農地令₇条 ₁項・ ₂項）。
　復興整備計画手続では、都市計画法上の開発許可については、復興整
備協議会の構成員は知事のほか公共施設管理者・公共施設管理予定者等
となっており、そこでの協議、そして同意は知事・公共施設管理者とさ
れている（復興特区₄₉条 ₇項。協議会が組織されていない場合は、知事・公共施設管
理者・公共施設管理予定者等との協議と知事・公共施設管理者の同意）。農地転用に
ついては、₂ ha超の農地転用39）を含む内容の土地利用方針（復興特区₄₆条 ₂
37）市街化区域内農地の転用の場合は農業委員会に届出。
38）農地法上、農林水産大臣の許可が必要なのは₄ ha 超の場合であるが、₂ ha 超～
₄ ha 以下の場合も知事は許可をするにあたり農林水産大臣と協議しなければな
らない（農地法₄条 ₁項・ ₅条 ₁項・附則第 ₂項）。
39）市町村の区域内の複数の事業すべてにおける農地転用面積の合計が「₂ ha以上」
であるから、ほとんどすべてがこれに該当する。なお、₂ ha 以下の農地転用に
ついては、知事に加えて県農業会議等を構成員とする協議会（復興特区₄₇条 ₄
項₁₆号）での協議と知事の同意（同₄₉条 ₇項）が求められている。
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項₃号）については、農林水産大臣を構成員とする協議会での協議と農林
水産大臣の同意が必要とされている（復興特区₄₉条 ₁項。協議会が組織されて
いないかそこでの協議か困難な場合は、農林水産大臣に協議し、その同意。同₄₉条 ₂
項）。そして、それがあれば、必要な許可はあったものとみなされる（復興
特区₅₀条 ₁項）。
　自然公園法上の許可、集団移転促進事業計画の国土交通大臣への協議
とその同意など、その他の許認可等についても、同様の構成となってい
る。
⒟ 復興整備計画手続の特徴
　このように、本来の個別法制上、大臣・知事等の同意が必要とされて
いる場合には、復興整備計画においてもその同意はやはり別途必要とさ
れている。また、本来の法制上、大臣・知事・公共施設管理者等と協議
しなければならない、あるいは審議会や県農業会議等の意見を聞かなけ
ればならないとなっていた場合、それは協議会での協議に代えられ、た
だしその件を協議する場合にはそれらの者は協議会の必要的構成員とさ
れている（知事は基本的構成員）。
　このように、協議会は、「個別協議手続に代えて、協議会での協議」の
ためのものである。同意は別に得なければならない。しかも、最初の計
画決定でａ・ｂ・ｃ事項を決定、第₁回計画変更決定でｄ・ｅ・ｆ事項
を追加、第₂回計画変更決定でｇ・ｈ事項を追加というように、ａ～ｈ
それぞれの事項に応じて必要的構成員が変わる。一定の構成員による恒
常的な組織としての「協議会」があるというものではない。
　ただ、「ａ事項」が、「集団移転事業を行い、市街化調整区域の農地で
土地区画整理事業を行い、住宅および公共・公益施設を建設」、あるい
は、「集団移転事業を行い、林地開発を行って、その際保安林の一部指定
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解除を行って、住宅および公共・公益施設を建設」などという内容であ
れば、そこには集団移転促進事業計画の決定・同意、都市計画法上の開
発許可、農地転用許可、土地区画整理事業認可等々の複合的決定となり、
それらを同時に行うとすれば、関係機関が一堂に会して協議を行うこと
となる。が、それら複合的決定を同時にやるとは限らない。
　いずれにせよ、協議会での協議・同意を得て、被災関連市町村が単独
で、または被災関連都道県と共同して復興整備計画を「作成」すること
となっている（復興特区₄₆条 ₁項）。
　改めて、「協議会手続」の意義の検討が求められる。
（2）協議会手続とその意義
⒜ 協議会の諸類型
　協議会の類型の₁つは、行政主体間・機関間の協議のための組織であ
る。たとえば、国土形成計画法上の広域地方計画の決定権は国土交通大
臣にあるが（国土形成₉条 ₁項）、その決定と実施に関して協議するため、
広域地方計画協議会が設けられる（国土形成₁₀条 ₁項）。基本的構成員は、
国の関係各地方行政機関、都府県、指定都市であり、任意的構成員とし
て区域内市町村、隣接地方公共団体、計画実施に密接な関係を有する者
を加えることができる（国土形成₁₀条 ₂項）。この協議会の意義は、以前で
あれば「国土交通大臣が関係都府県、関係指定都市の意見を聴くととも
に、関係行政機関の長に協議して決定」となっていた40）のを、それに代
えて、複数自治体と併せた協議の場、すなわちより対等性をもちうるよ
うな場として構成したことであろうか（タイプＡ）41）。
　この背後には、多元的協働概念にもとづく協議会──本来の意味での
40）近畿圏整備計画の例（近畿圏整備法₉条 ₁項）。
41）大橋洋一『都市空間制御の法理論』（有斐閣、₂₀₀₈）₁₈頁、₁₁₄頁参照。
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「協議会」の展開がある。多元的協働とは、行政・市民・ＮＰＯ・事業者
等、立場の異なる主体が、それぞれの価値や能力を理解・尊重すると同
時に、相互に批判を受け入れ、共通の認識をつくり、対等なパートナー
として連携・協力して、様々な社会問題・公的課題に取り組むというこ
とであり、従来十分に考慮されてこなかった様々な価値を行政決定に反
映し新しい公共を創るという意味をもって展開してきた。多元的協働の
基本的特徴は、①多元性（協働主体の多元性、協働手法の多元性、協働過程の多
元性）、②対等性、③自律性（各協働主体の自律性、自主性の尊重、協議組織・手
続の民主性・公正性）である。この多者協議のための組織・手続として協議
会方式が展開してきた（タイプＢ）42）。
　また、これらの中間にあるものとして、施策・計画形成とその実施に
おける国機関・地方自治体・民間の協議会があるといえよう（タイプＣ）。
その性格・内容は多様である43）。特に、都市再生緊急整備協議会（都市再生
緊急措置法₁₉条）、総合特区法上の国と地方の協議会（総合特区₁₁条・₃₄条）、
国際戦略総合特別区域協議会（総合特区₁₉条）・地域活性化総合特別区域協
議会（総合特区₄₂条）は、復興特区法上の復興整備協議会の原型ともいえる
ものではないか。
　これら協議会には、決定権限はなく、尊重義務（責務）にとどまる。協
42）大久保規子「協働の進展と行政法学の課題」（磯部力・小早川光郎・芝池義一編
『行政法の新構想Ⅰ』有斐閣、₂₀₁₁）。なお、大久保は、民間セクターを含む協
働に焦点をあて、「多元的協働」に「分担的協働」（規制緩和や行政の効率化の観
点から、公的任務（特に公共サービス）の民間開放を行う協働）を対置する。
43）景観協議会（景観₁₅条。構成員：景観行政団体、景観重要公共施設管理者、景
観整備機構、関係行政機関、観光関係団体・商工関係団体・農林漁業団体、電
気事業・電気通信事業・鉄道事業等の公益事業を営む者、住民その他良好な景
観の形成の促進のための活動を行う者も含まれうる）、高齢者、障害者等の移動
等の円滑化の促進に関する法律上の協議会（移動等円滑化基本構想決定等の協
議。構成員：①市町村、②関係施設設置管理者・公安委員会・特定事業その他
事業実施者、③高齢者、障害者等、学識経験者その他当該市町村が必要と認め
る者）など。
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議会では法的な決定はなく、実質的協議が行われることに意義がある。
とはいえ、そこで合意に至ったとされたことを覆す、という運営は考え
られていない。そのため、協議会の下に「幹事会」をおいて、そこで実
質的議論を行ったり44）、また、事前の個別調整等も行われたりする。ま
た、協議会の正規の議題の承認事項については、参加団体ごとに通常の
意思決定手続（稟議手続など）がとられている。
⒝ 復興整備計画制度における協議会
　復興特区法上の（そして大規模災害復興法上の）復興整備計画制度における
復興整備協議会は、どのような性格の、どのような機能を果たすものと
して位置づけられるか。
　基本的には、それは「復興整備計画及びその実施に関し必要な事項に
ついて協議‥‥を行うため」（復興特区₄₇条 ₁項）の組織である（その協議に
は、例えば都市計画区域の指定・変更・廃止に関わる国土交通大臣への協議も含まれ
る（同項かっこ書き））。
　そして、基本的構成員たる市町村長・県知事（復興特区₄₇条 ₂項）のほ
か、任意に加えることのできる構成員（任意的構成員）（同条₃項）には、か
なり広く、場合によっては民間の有識者、地域の種々の関係者をも含め
ることができる構成になっており、また個別協議事項ごとの必要的構成
員（同条₄項）が加えられている。さらに、「組織としての協議会」が「協
議を行うための会議」は、上記構成員またはこれらの指名する職員を
44）山口県南周防地域再生総合特区では、首長クラスによって構成される協議会の
ほか、幹事会がおかれ、担当課長・部長・副理事長クラスで構成し、協議会の
前に行う。
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もって構成される（同条₅項）45）。これは実質的な議論が行われることを期
待しているかのようである。もっとも、指名されて協議会の会議に出席
する者の権限について、「協議する」権限は当然であるが、それ以上のも
のは法律上は明らかにされていない。
　この協議会には次の₂つの性格を持ちうるとされていた。①復興整備
計画の作成・実施に関して幅広く意見の集約等を行う場合［全体会議］、
②個別法の手続をワンストップで処理するための協議を行う場合［分科
会］。これは、会議の持ち方についての違いをももたらすものと考えら
れ、協議会の会議規則モデル46）は次のように例示されていた（第₃表）。
第 3 表
ワンストップ処理以外の復興整備
計画の作成実施に関する事項
ワンストップ処理に関する事項
定足数 会議の構成員の過半数 なし
（協議や同意といった法が定める手続の
相手方であり、法が求める構成員の全
員の出席が必要。全員の出席を求める
ことが困難な場合には、協議会によら
ずに個別に手続を経ることも可能。）
議　決 出席者の過半数
（可否同数の場合は会長が決定）
なし
（許認可権者等と法律上の協議者が協議
し、最終的には許認可権者等が決定。）
　②については、関係者が一堂に会した復興整備協議会における協議の
活用により、個別法上必要な協議・同意等を一括して処理できる。許認
45）「協議会」は、法に基づく協議を行う組織であり、協議会の構成員は、それを構
成する組織上のメンバーである。他方、「会議」は、協議が実際に行われる場で
あり、会議の構成員は、会議において実際に協議を行う者である。会議の構成
員は、協議会の構成員本人であることは必須ではない。「復興整備計画作成マ
ニュアル」前掲注︵₁₂︶₃₃～₃₅頁。なお、協議会の構成員と会議の構成員とをこ
のように分けるのは、たとえば上記の総合特区法などで既にみられた。
46）「復興整備計画作成マニュアル」前掲注︵₁₂︶₃₄頁以下、₁₀₀頁以下。
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可権者が協議会の構成員として加わっている場合には、許認可権者への
所定の書類の提出47）については当該書類を協議会に提出することをもっ
て足りることとし、別途、許認可権者に提出する必要はない。また、実
質的な同意の意思表明は会議においてなされることが望まれる48）。協議等
が調った後、復興整備計画を公表する際に、協議等に使用した書類のう
ち、計画記載事項として公表する必要がある書類を復興整備計画に添付
し、公表することにより、ゾーニング、許認可等、事業計画のみなしの
法律効果が得られる49）。
　こうして、復興整備協議会には、「協議」以上の性格を持たせる運用が
意図された。
５．復興整備計画の実施状況とそこでの手続
（1）復興整備計画の実施状況
　私の見ることのできた資料・現地での聞き取り等は、きわめて限られ
たものであり、それは全体のほんの一部でしかないが、そこからうかが
えるいくつかの実施状況を、全体を十分に把握していないが故の誤解、
見落としのあることをおそれながらも、以下で概観しておきたい。
47）農林水産省・国土交通省関係東日本大震災復興特別区域法施行規則第 ₁条、国
土交通省・環境省関係東日本大震災復興特別区域法施行規則第₁条、農林水産
省・国土交通省・環境省関係東日本大震災復興特別区域法施行規則第₁条並び
に国土交通省関係東日本大震災復興特別区域法施行規則第₁₂条及び第₁₃条の規
定による提出義務。
48）「復興整備計画作成マニュアル」前掲注︵₁₂︶₃₅･₃₆頁。
49）許認可権者の同意等について疑義が生じる場合にも備える観点から、例えば、
公印を押印した同意書の作成等、一定の要式行為が確認的になされる場合も、
当該要式行為は、復興整備計画の公表の時点までに実施されることが望まれる。
「復興整備計画作成マニュアル」前掲注︵₁₂︶ ₆頁、₃₅･₃₆頁。
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⒜ 復興整備事業の実施と復興整備計画の活用
　主要な復興整備事業は、集団移転事業、土地区画整理事業、災害公営
住宅整備事業であるが、進捗状況はなお困難をかかえている（第₄表）。
第 ４ 表50）　復興整備事業の実施状況
想定 法定手続済等 工事着手 造成工事完了
防災集団移転促進事業 　₃₃₅地区（＊₁） 　₃₃₅地区（＊₂） ₂₁₅地区 ₁₈地区
土地区画整理事業 　₅₁地区（＊₃） 　₄₈地区（＊₄）  ₃₃地区 ₀地区
漁業集落防災強化 　₃₃地区（＊₅）  ₁₇地区 ₆地区
災害公営住宅整備事業 ₂₁,₈₁₁戸（＊₆） ₁₃,₂₃₁戸（＊₇） ₅,₆₃₂戸  ₅₀₉戸
　しかし、これらの事業すべてが復興整備計画制度に載せて行われてい
る訳ではない。復興整備計画の活用状況は下記のようになっている（第₅
表）。
第 ５ 表　復興整備計画の活用状況₅₁︶
岩手 宮城 福島 合計
対象市町村 ₁₀市町村 ₁₃市町村 ₅市町村 ₂₈市町村
事業施行地区 ₁₂₃地区 ₂₆₉地区 ₁₄₄地区 ₅₃₆地区
50）復興庁「復興の現状［平成₂₆年 ₁月₁₇日］」 ₈頁・₁₁頁。表中の注記について
は、次の通り。（＊₁）住まいの復興工程表に基づく地区数（₃₃₃地区）+ ₂地区
（茨城県）。（＊ ₂）大臣同意。（＊ ₃）住まいの復興工程表に基づく地区数。（＊
₄）事業認可済、事業認可手続き中、緊急防災空地整備事業着手済み地区数。
（＊₅）復興交付金の事業費措置地区数。（＊₆）岩手・宮城両県が公表してい
る必要災害公営住宅戸数。福島県は未定で含まず。（＊₇）同資料₁₁頁では、
₁₅,₈₂₆戸。
51）復興庁「復興の取組と関連諸制度」（₂₀₁₄. ₁ .₁₇）₆₁頁。表中の注記については、
次の通り。（＊ ₁）多くは土地区画整理事業で、そのほか、市街地再開発事業な
どが若干ある。（＊₂）その他施設：サケふ化場、太陽光発電、植物工場など。
（＊₃）そのほか、保安林指定解除なども多くみられる。なお、本表での数は、
例えば宮城県地域復興支援課「公表された復興整備事業の概要について」
（₂₀₁₃.₁₁.₂₈）に比べても少ないが、復興庁発表資料で統一した。
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復興整備事
業
市街地開発事業（＊₁）  ₂₀地区  ₂₆地区  ₇地区  ₅₃地区
集団移転促進事業  ₃₇地区 ₁₈₇地区  ₅₄地区 ₂₇₈地区
都市施設整備事業  ₄₃地区  ₃₁地区  ₅₈地区 ₁₃₂地区
土地改良事業  ₁ 地区  ₆地区  ₇地区
その他施設整備事業（＊₂）  ₄₅地区  ₅₉地区  ₂₉地区 ₁₃₃地区
主な許認可
特例（＊₃）
農地法・農地転用許可みなし  ₄₁地区 ₁₆₉地区  ₆₈地区 ₂₇₈地区
都市計画法・開発許可みなし  ₆₂地区  ₁₄地区  ₇₆地区
自然公園法・建設等許可みなし  ₂₁地区  ₂₁地区
　土地区画整理事業等を行うにしても、復興整備計画をつくって進める
メリットがなければ、通常の都市計画事業として進めることになる52）。復
興整備計画は、市街化調整区域での施行53）、農地転用との調整などを主と
して念頭において制度構築されたものであり、また文化財保護法上の名
勝指定に関わる「みなし許可」の定めはなく、港湾計画との₁本化も規
定されていない。
　また、集団移転事業における移転先が市街化調整区域であるが、そこ
で土地区画整理事業を行わないで、地区計画決定、さらに「まちづくり
ルール」をつくるなどして移転先の住宅団地を整備するという例もあ
る54）など、多様である。
　なお、市街地再開発事業は、復興整備計画で施行するメリットはなく、
しかも権利関係の調整・同意形成にひときわ困難も多く、復興整備計画
の遂行スケジュールに載せにくいため、多くは外されている55）。もっと
52）塩竃市浦戸地区では市街化区域内での施行のため、通常の都市計画手続で進め
ている。
53）岩手県三陸沿岸には調整区域はなく、この特例は宮城県を念頭においておかれ
たともいえる。斎藤浩「岩手県ヒアリング（₂₀₁₂. ₅ .₁₁）まとめ」による。
54）宮城県岩沼市玉浦西地区では、₄₀₀世帯の集団移転事業をこの方法で行っている
（宮城県ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₀）。
55）宮城県石巻市で ₂つの地区の市街地再開発事業を復興整備計画に載せたが、市
として全体像の中に再開発もあることを示すためであり、都市計画決定後、後
付でのせたという（石巻市ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂. ₉ ）。
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も、財政的裏付けを得るため、復興特区法上の復興交付金計画には載せ
て実施する56）。
　道路（区画整理道路・集団移転事業でない道路）整備も、復興交付金で進め
られる。
　復興交付金については、復興庁本庁で管理しているのであって、復興
局には予算管理権限はない。公的資金に関しては公平性が重要であり、
都道県を超えて判断する必要から、大臣に権限が留保されているという。
したがって、復興整備計画（これについては地元市町村・県が作成し、復興局レ
ベルで助言する）関連であれ、そうでないものであれ、復興庁本庁で集約
し、各省庁に照会しつつ、交付金交付の決定を行う57）。
⒝ 決定・公表された復興整備計画の特徴
　まず、地域的特色としては、岩手・宮城北部（リアス式海岸部）では高台
移転が、宮城県南部では嵩上げなどを行う事業が多い。また、この中で
集落の集約を志向する（コンパクトシティ的発想）計画もいくつかつくられ
てきている（宮城県山元町・岩沼市・名取市下増田地区など）58）。
　事業の組み合わせ59）としては、集団移転事業と土地区画整理事業の併
合施行（移転先が農地等（山林でない）の場合、移転先で土地区画整理事業を行い市
街地整備。宮城県気仙沼市・名取市閖上・南三陸町・石巻市新蛇田地区など）、漁業
集落防災強化事業と土地区画整理事業（土地区画整理事業で嵩上げを行う（復
興交付金も出る）。これと漁業集落防災強化事業との合併施行。宮城県女川町など）、
56）塩釜市の市街地再開発事業の例。
57）復興庁宮城復興局ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₁。その段階で、必要に応じて復興庁本
庁職員が現地を見て市町のヒアリングをすることもあるという。
58）復興庁宮城復興局ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₁など。
59）事業の組み合わせの意味として、手法の組み合わせと資金の組み合わせがある。
後者の例は、集団移転事業と他事業の組み合わせにより、集団移転事業の交付
金と他事業（例：土地区画整理事業）の資金を組み合わせるなどが考えられる。
89（40︲₁･2︲89）大阪学院大学法学研究₂₀₁₄
（32）
集団移転促進事業と津波復興拠点整備事業（宮城県山元町新山下駅周辺地区・
新坂元駅周辺地区など）がある60）。
　事業を進めるための計画変更として、まず土地利用基本計画の変更が
考えられる。ただ、この計画はそれほど規範力のある計画ではないため、
急がれていないようである。それに将来の土地利用計画が固まっていな
いところも多く、その確定を待って、工事実施に入るまでに区域変更す
る、というのが大方の傾向であろうか。また、都市計画法上の区域区分
についても、復興特区法に基づく特例措置により市街化調整区域でも土
地区画整理事業など市街地開発事業を実施することは可能であるが、事
業遂行により市街地となるため市街化区域に変更することはいずれは必
要となる。県は、基礎調査を経て「都市計画区域の整備・開発・保全の
方針」改正により、市街化区域・市街化調整区域の区分も含めた見直し
へ、というテンポで行うようである61）。集団移転事業で、移転先の住宅団
地造成のために保安林指定の解除については、後にずらすことは許され
ず、県と市町で復興整備計画を共同作成することによって（したがって知事
の同意は不要）解除をしている62）。
　事業を進めるためのみなし許認可として、まず集団移転事業に関わっ
て、移転先の造成・整備のため、農地転用許可、林地開発許可がある。
これは復興整備計画にもとづく複合的決定の重要例として多く見られた。
その他、自然公園法上の国定公園における規制（県条例による規制）の除外
も問題となる。
60）宮城県ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₀。
61）宮城県ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₀。
62）「保安林解除について協議会で了承」の形で議事録に記載。なお、保安林指定解
除は、移転先住宅団地への取付道路建設のため、道路にかかる部分の保安林の
一部指定解除のようなものが多く、私の見る限り、大規模な指定解除は行われ
ていないように思われる。
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（2）複合的決定を含む復興整備計画の決定過程
⒜ 各種決定過程の図式
　まず、いくつかの事業を例に、そこで複合的決定がどのように行われ
たかを見てみよう。
　一般的な図式は、次のように整理されている63）。①市町村がある事項に
ついての復興整備計画（素案）の作成、②復興整備計画ワーキンググルー
プ会議（県・市町村の当該事項担当者）（復興整備計画（素案）の修正）（ ₀週目）、
③復興整備連絡会議（復興局・県の担当者で、復興整備計画（素案）の概要の説
明・工程調整）（₁週目）、④関係機関の対面打合せ（当該事項に関わる本省・東
北支分部局、県、市町村の担当者）（₂～ ₆週目）、⑤復興整備協議会 WG 会議
（復興計画（素案）の作成）（₆週目）、⑥復興整備協議会会議で協議・同意（₈
週目）、⑦復興整備計画の公表（₉週目）。都市計画決定が必要な場合は、
④と⑤の間に「公告・縦覧（₂週間）」と「都市計画審議会での審議」が入
る。
　なお、これは一般的なチャートであり、事情に応じて、市町村職員が
直接に東京の省庁や仙台の地方支分部局に行ったり（特に初期の頃）、省庁
職員が県・市町村に行くこともあれば、メールでの文書・資料のやり取
りが市町村・県・省庁間でなされたりする（最近はこれも多い）という。
⒝ 農地転用許可の過程
　農地転用については、復興整備計画手続では、各市町区域で合計₂ ha
を超える場合は農林水産大臣64）の（農地転用を含む）土地利用方針について
の同意が必要とされる。農業振興地域農用地の農地転用許可案件につい
63）宮城県「復興整備計画作成フロー図」（₂₀₁₂. ₃ . ₁ ）参照。
64）この同意（みなし許可）権限は地方農政局長に委任されている（復興特区₈₈条、
復興特区施行令₁₁条 ₂項）。
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ても、通常は必要とされる農振の利用計画変更・農用地除外の手続なし
に、直接上記の土地利用方針同意（みなし転用許可）手続がなされうるので
あり、その要件も復興整備事業上必要・適当でその地域の農業に悪影響
を及ぼさないというものにすぎない。その分、復興整備計画を踏まえた
具体的判断が重要となる。
　そこで、上記のように事前調整が必要とされる65）。上記②県・市町村の
担当者（農地森林関係部局）による WG 会議での検討、③復興局・県の担当
者による連絡会議、④関係機関の対面打合せ（農水省本省・東北農政局、県、
市町村の担当者）、そして⑥復興整備協議会会議（「様式第₉」66）提出）、東北農
政局長の同意、⑦公表＝みなし許可67）。④は、県農業振興課が段取りをし
て、復興整備協議会の会議開催₁週間程度前に、県庁所在地でなされる。
数市町が同日に順次（例えば₁₀時からＡ市、₁₁時からＢ市のように）協議がなさ
れ、これを受けて修正し、復興整備協議会に提出される。
　「様式第₉」も協議会に提出されることが多く、その場合は「協議会で
の同意」が大臣同意となる（出席者は協議会規約にもとづく農政局長代理であり、
農政局長の協議会におけるすべての権限を行使する授権をされている、という68））。
65）宮城県資料「農地転用における復興整備計画と通常手続きの比較」。なお、市町
村担当部局が地方農政局や復興局に協議に赴き細かいところについて直接協議
することもあるという（復興庁宮城復興局ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₁）。
66）「様式第 ₉」とは、「法第₄₉第 ₁項（農林水産省令第 ₇条第 ₂項及び内閣府・農
林水産省令第 ₁条第 ₂項）及び第₅₀条第 ₁項関係（農地転用の許可）」と題する
もので、農地法第 ₄条第 ₁項・第 ₅条第 ₁項の規定による許可に関する事項と
して、土地の所在・地目・面積・耕作者氏名、付近農作物等の被害防止施設概
要など詳細な記載を求めるものである。「復興整備計画作成マニュアル」前掲注
︵₁₂︶₅₆頁以下。
67）通常の農水大臣許可は次のようになされる。＜事前協議＞申請者による申請→
知事（農業振興課）の大臣への進達→大臣から知事への通知→知事から申請者
への通知‥‥＜本協議＞申請者による申請→知事（農業振興課）が農業会議に
諮問→農業会議の答申→知事（農業振興課）が大臣に進達→大臣の許可→知事
（農業振興課）が申請者に通知。
68）東北農政局ヒアリング。なお、東北農政局長の同意については、後で、東北農
政局の庁内手続（稟議書と同等の決済）を経て確認文書を作成し市に送付して
いる。ただ、計画公表の時期は市によって異なるので、送付が公表の前または
後いずれもあるという。
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⒞ 土地区画整理事業の決定過程
　市町村の施行する土地区画整理事業については、都市計画決定が必要
である。その場合、「知事との協議」が法律上は必要である（都計₁₉条 ₃
項。町村の場合、知事の同意も必要）。これに関わって、市・県の各事業部局
間での個別の事前協議・調整がなされる。この点では、復興整備計画手
続でも違いはない。ただ、スケジュールが決まっているので、迅速に調
整は進む。
　復興整備協議会の会議での協議が法律上の「協議」となるのであり、
それとは別に「協議」の書面による確認はない。また、町村の場合の知
事同意も、同意書は出してなく、復興整備協議会の会議を経てなされる
計画決定が「同意」となる69）。なお、会議には（宮城県の場合）県からは担
当課長が出席する70）。
⒟ 集団移転事業の決定過程
　集団移転事業については、県・市町村（事業主体）が計画を共同作成す
る。通常は、市町村が計画案を作成し、県が事前協議で大臣同意を得る
ためのチェックをする（例えば、戸当たり単価が高すぎて事業費膨張しすぎてい
ないか、などのチェック）。一般的にいえば、 ₁事業について ₃回程度（いく
つかの事業をまとめて）の事前協議を行う71）。次に国土交通大臣との法律上の
協議と同意についても、このように作成した事業計画書についての事前
協議は必要である（上記手続④）。
　これついても、プロセスは多様であり、また時期によっても異なる。
国交省本省から職員が県庁所在地に来て、それに合わせて、数市町が同
69）石巻市ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.、宮城県ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₀。
70）事前協議に先立って県内部の決済手続はとられている（部長クラスによる決済）
（宮城県ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₀）。
71）宮城県ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₀。
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日に順次（例えば₁₀時からＣ市、₁₁時からＤ市のように）事前協議がなされると
いう形をとる場合もある72）。
　復興整備協議会までに国土交通省内での事前の稟議手続を経ており（持
回り稟議手続）、都市局長が専決で決裁している。国土交通大臣はこの事項
に係る復興整備協議会の構成員であるが、「協議を行うための会議」の構
成員としては都市局長が指名されている。実際に協議会の会議に出席す
るのは、その代理としての（通常は）東北地方整備局の職員であるが、協
議しかつ同意を表明することは授権されており、協議会での同意が法律
上の大臣同意とされる73）。協議会が行われた日付で「同意書」が後日送付
される、それは協議会での同意を確認するものである。
（3）復興整備協議会の手続
⒜ 復興整備協議会手続の実際
　復興整備協議会に至るまでの事前協議・調整は、上に見たように、や
はり行われていて、そのための資料の数、場の多さも大きくは変わらな
いように思われる74）。ただ、たとえば一定のペースで（通常の場合よりはやい
ペースで）協議会が開かれ、それに合わせて事前の準備・協議・調整も進
められる（各大臣の同意等もそれに合わせてやってくれる）。その上で、協議会
の場で複数の事業について、あるいはある事業について複数の決定・許
認可・同意が一気になされる75）。よかれ悪しかれ、そのようなスケジュー
72）石巻市ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂. ₉ 、宮城県ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₀。
73）国土交通省都市局ヒアリング。
74）ただし、林地開発許可については、申請に通常は膨大な資料が必要なところ、
相当に簡素化され、期間も₂～ ₃か月が ₁か月半に短縮された、ということも
ある（宮城県ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₀）。
75）例えば、石巻市十八成浜地区防災集団移転促進事業については、次のように
なっている。第 ₃回復興整備協議会特別会議（₂₀₁₂. ₄ .₁₉）で、同事業を内容の
₁つとする石巻市復興整備計画第 ₁回変更決定が、国交大臣の同意を得て決定
（₂₀₁₂. ₄ .₂₇公表）。第 ₄回会議（₂₀₁₂. ₇ . ₂ ）で、農水大臣の同意（みなし許可）
を得た旨を含む第₂回変更決定（₂₀₁₂. ₇ . ₉ 公表）。第₁₂回会議（₂₀₁₃. ₆ .₁₃）で、
同事業に関わる地域森林計画区域の変更、土地利用基本計画の変更、土地利用
方針についての農水大臣の同意、都市計画法上の開発許可を含む第₁₀回変更決
定（₂₀₁₃. ₆ .₂₁公表）。なお、各変更決定には、他の多くの事業に関わる事項も
含まれている。
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ルに従って進められ、行く先の展望がもちやすくなってくる、そのよう
な側面はあるといえよう76）。
　上記のように、復興整備協議会は₂つの性格をもたされていた。①復
興整備計画の作成・実施に関して幅広く意見の集約等を行う場合と、②
個別法の手続をワンストップで処理するための協議を行う場合である。
協議会会議規則モデル77）は、これを「全体会議」と「分科会」としてい
たが、ほとんどの協議会規約は、「一般会議」と「特別会議」としてい
る。そして、実際に開催してきたのは、ほとんどが特別会議78）、すなわち
「②個別法手続のワンストップ処理の協議」である。県庁所在地で、国の
復興局・国土交通省あるいは東北地方整備局・農林水産省東北農政局、
および県関連部局、市町村関連部局からの参加の下に、各市町村復興整
備協議会ごとに₁₅～₅₀分刻みで、順次開催されている79）。
　そのような復興整備協議会の会議では、実質的議論、それによる原案
の修正は想定されていない。議事録からも、実質的議論が行われたこと
はうかがえない。実質的には、事前の協議・調整で確定している。各行
政団体内部で、復興整備協議会に向けての独自の決済手続などの決定手
76）復興庁宮城復興局ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₁、宮城県ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂.₁₀、石巻
市ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂. ₉ 。
77）「復興整備計画作成マニュアル」前掲注︵₁₂︶₃₅頁、₁₀₀頁以下。
78）宮城県・福島県は、議事録で確認できる限りは特別会議を開催している。岩手
県では、₂₀₁₂年 ₃月₂₉日に被災 ₉市町村の復興整備協議会を合同開催し、それ
は一般会議として行い、許認可事項を直接には含まない復興整備計画をそれぞ
れ県と共同作成したが、以後、許認可事項等に関わる変更決定は特別会議とし
て行ったようである。
79）議事録で確認できる限りでは、岩手県は盛岡市、宮城県は仙台市、福島県は福
島市で（県庁舎あるいは公会堂その他の施設に於いて）開催されている。なお、
市町が県庁所在地とは遠い場合、テレビ会議の形をとる場合もあると聞いたが、
議事録では確認できず、かなり遠い市町村の協議会も県庁所在地での開催と
なっていた。ただし、様々な事業等の当初段階から、県関連部局や復興局職員
等は地元市町村や現場を訪れて検討、調整に努めているのであって、本文で述
べているのは、復興整備協議会、あるいはそれに向けての組織化されたワーキ
ンググループ会議についてである。
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続はとられているが、それは、「同意をする」ということについての確認
手続のようなものともいえよう。市町村の場合、協議会の後、協議書を
市長に報告することはなされるが、それについての稟議書手続は必ずし
もとられていない80）。
⒝ 復興整備協議会手続の法的位置づけ
　このような協議会は、法律上は基本的には「協議組織」として位置づ
けられた（復興特区₄₇条 ₁項）。そして、法律上は、この協議会における協
議と、個別の同意や決定等が並んで規定されている。この限りでは、個
別の同意・決定は各個別法の定めるところによる効力を有する、いわば
複合的行政決定の並列システムないしは直列システムということになる。
　しかし、②「ワンストップ処理のための協議」は、多くの場合「同
意」・「承認」に至る協議であり、復興整備計画決定の、いわば最終手続
である。復興整備計画の決定・変更は、復興整備協議会の会議で協議し、
必要な同意をその場で得て、それを踏まえて計画を確定し公表すると、
法的に決定されたこととなる。「同意」・「承認」についていえば、その意
思表明は会議においてなされるべきものとされ81）、議事録においても「こ
れで同意が得られました」等の記述となっている。また、「県と市町村の
共同決定」も、復興整備協議会の会議の場が共同の意思の最終確認の場
である。復興整備協議会をこのような「協議」、「同意」、「決定」・「共同
決定」の場ととらえると、これは複合的行政決定の「融合システム」の
80）石巻市ヒアリング／₂₀₁₃.₁₂. ₉ 。
81）「復興整備計画作成マニュアル」・前掲注︵₁₂︶も「許認可手続をワンストップで
処理する際の許認可権者の同意等については、会議における協議の場において
当該許認可権者の同意等を得ることによって、別途の手続を経ることなく、許
認可等があったものとみなすといった円滑な運営が図られることが望ましい。」
（₃₄頁）、「実質的な同意の意思表明は会議においてなされることが望まれる」
（₃₅･₃₆頁）としている。また、国土交通省・農林水産省東北農政局へのヒアリ
ングでも同様の趣旨の説明であった。
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一種ともいえ、復興整備協議会は「行政主体のために意思を決定してこ
れを外部（国民）に表示する機関＝行政庁」82）と考える余地も出てくる。
　行政機関の分類論はともかく、例えば取消訴訟の被告となる「当該処
分をした行政庁の所属する国又は公共団体」（行訴₁₁条 ₁項）はどうなる
か83）。Ａ県とＢ市が共同決定した復興整備計画については、協議会の性格
如何にかかわらず両者が共同被告となろうか84）。農林水産大臣の農地転用
みなし許可は、この復興整備計画決定に吸収され、その共同決定を行っ
た復興整備協議会が「属する」Ａ県とＢ市が被告となるのか。
　しかし、例えばＢ市においてＣ地区の集団移転事業を行う場合、それ
に関わるⅰＣ地区集団移転事業計画の決定（国土交通大臣のそれへの同意）、
移転先住宅団地の整備のためのⅱ農地転用の許可（そのような趣旨の土地利
用方針への農林水産大臣の同意＝みなし許可）とⅲ都市計画法上の開発許可──
これらが復興整備計画として決定・公表されるのであるが、それはまと
めて決定されるとは限らない。Ｂ市復興整備計画の［第ｎ回変更］でＣ
地区についてのⅰが、［第（ｎ+ ₁）回変更］でⅱが、［第（ｎ+ ₂）回変更］
でⅲが決定されるというケースがありうる85）。個別決定事項が何らかの訴
訟に載る限り、その個別事項について、それぞれの段階で、適切な被告
を相手に訴訟を起こすことになろう。
　縦覧・意見書提出、審議会（都市計画審議会など）への付議、その他個別
各法令の定める手続は、あわせて踏まなければならない（復興特区₄₈条 ₄項
～ ₈項）こととあわせ、復興特区法が複合的行政決定の「融合システム」
82）これはわが国における行政官庁法理論を前提とした「行政庁」の定義である
（塩野宏『行政法Ⅲ［第₄版］』（有斐閣、₂₀₁₂）₃₀頁）。わが国における行政官庁
法理論の「行政官庁」のとらえ方の問題については、同書₂₉頁以下、稲葉馨
『行政組織の法理論』（弘文堂、₁₉₉₄）₂₀₆頁以下など参照。
83）安本・前掲注︵₂︶₁₆₉～₁₇₁頁で訴訟に関わる問題の一応の提起をしたが、なお詰
め切れていない。
84）抗告訴訟における「共同被告」をどう考えるか、なお検討は必要であろう。
85）前掲・注（₇₅）参照。
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をとったと見るのは、やはり困難のように思われる。
　
⒞ 復興整備協議会手続の現実と持つべき機能
　ただ、そのことをもって「法制の進展として不十分」と評価すること
は、妥当ではないだろう。複合的行政決定の融合システムは、個別法令
で考慮すべきであるとした要素が果たして適切に考慮されるか、それに
ついての各方面からの・各利害関係者の意見が十分に反映されるか、そ
して、きわめて多方面にわたる専門的能力をもつ行政組織をどう構成す
るかなどについて、それ固有の問題点・危険性をはらむ。したがって、
ここでは現行の法制に即して、実態と問題点の検討と、もつべき機能の
探求がより重要であろう。
　上記のように、復興整備協議会での復興整備計画決定（または変更決定）
に至るまでの様々な形でのやり取りを踏まえて、各行政機関での結論は
出されている。そして、例えばある事項に関して国土交通大臣が協議会
の構成員となる場合、「協議を行うための会議」の構成員として大臣の
「指名する職員」（復興特区₄₇条 ₅項）は国交省都市局長であっても、現実の
会議出席者は多くの場合その代理である東北地方整備局職員であり、協
議会の会議で結論を改めて議論することにはなっていない。その協議会
の会議も、県庁所在地で、いくつかの市町村を₁日にまとめて、₁₅～₅₀
分刻みで行っている。
　このような現実を見ると、例えば三陸沿岸の各市町村から担当職員が
何人か、盛岡にわざわざ馳せ参じるようなものでもなく、テレビ会議か、
あるいはインターネットを通じた文書のやりとりなどの方法でも可能で
はなかろうか。
　それよりも、復興整備協議会の前に組織的に行われる事前協議・調整
（上記₅ ︵₂︶ 記載）をより重視し、これを如何に実質化するかを検討するべ
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きではなかろうか。この事前協議は、土地利用方針同意（みなし転用許可）
手続や集団移転事業の承認手続等々に関わって、それぞれ別個に行われ
ている。たとえば国のＭ省庁（地方支分部局）・県の関連各部局職員と、Ｄ
市、次にＥ町の関連部課の職員が時間刻みで協議をし、それとはまった
く別の機会に、Ｎ省庁（地方支分部局）・県の関連各部局の職員と、Ｅ市、
次にＦ町の関連部課の職員がこれまた時間刻みで協議をする、これでは
総合的検討は困難である。
　これを、各市町村ごとに総合的に行うという復興整備協議会本来のあ
り方にどう近づけるか。誤解をおそれず大まかに図式的にいえば、Ｅ市
現地でＭ・Ｎ等関連省庁、県の関連部局の職員が訪れて市の関連部課と
の総合的な協議・調整をし、次にＦ町で、というイメージの会議の持ち
方である。もちろん、この前・後に、様々な形で連絡・相談・調整が必
要なことはいうまでもない。そして、その「協議を行うための会議」に
は、それぞれの行政機関で実質的判断権をもつ者が「指名する職員」と
して構成員となるべきである。
　最終的な確認は、上記のように、共通の書類を前にしたテレビ会議で
可能であろう。
⒟ 行政組織および庁内過程の再検討
　このような行政体を超えて実質的検討を行う協議・調整は、各行政体
の中での意思形成・決定過程とどう折り合いをつけながら進めるか86）。例
えばある市の復興において、復興整備計画も、他の復興諸施策と相伴っ
て進められなければならず、それらを担う諸部局との連携・調整は不可
86）安本・前掲注︵₂︶₁₇₃頁では、行政体を超えた協議と各自治体の議会との関係に
ついての問題を指摘したが、それにとどまらず、各行政体の意思形成・決定全
般との関わりも問題となる。
79（40︲₁･2︲79）大阪学院大学法学研究₂₀₁₄
（42）
欠である。このとき、総合性を担保するのが従来からの市長を頂点とし
た行政決定システムであった。これと、他の地方自治体や国の機関ある
いは民間セクターとの「協議の実質化」とをどう統一するか。ただ、こ
れは今後の検討課題とせざるをえない。
　一般に内部の意思決定過程として、①会議型意思決定、②稟議書型（書
面決済型）意思決定、③口頭協議・即決型意思決定が考えられる。ただ、
①にも「持回り会議」という変形、②にも持回り決済方式があり、そこ
では両者は連続的となる。また、決定内容からⅰルーティン的決定とⅱ
非ルーティン的決定、およびその中間などがあげられる。ⅰルーティン
的決定には②・③、ⅱ非ルーティン的決定には①というのが通常の進め
方であろうか87）。
　本稿で対象としている各事項についての土地利用関係計画・事業計画
決定はⅰ寄りの、それらに各々関わる同意・承認等は、ややⅱ寄りの中
間となろうか。当然のことながら、それぞれの行政体内ではそれについ
ての意思決定手続きがとられている。そして、多くの場合、地元合意等
がなされたら、決められた日程に載せるべく、迅速に進める必要がある。
この場合、中間機関による専決方式がとられたり、あるいは持回り会議
87）西尾勝『行政学［新版］』（有斐閣、₂₀₀₁）₃₀₂頁以下、縣公一郎「法令の制定と
省庁の意思決定」（西尾勝・村松岐夫編『講座行政学第 ₄巻　政策と管理』有斐
閣₁₉₉₅）₁₂₃頁以下なども参照。なお、稟議書手続きについては、その問題点は
かねてより指摘されており（辻清明『新版　日本官僚制の研究』東京大学出版
会、₁₉₆₉、₁₅₅頁以下、都市問題研究₁₈巻 ₉号（₁₉₆₆）の各論稿等々）、臨時行政
調査会でも検討され（第三専門部会第三分科会報告、₁₉₆₃）、種々の検討・提案
もなされてきた（三宅太郎「稟議制度と臨時行政調査会答申その後」（上記都市
問題研究）₆₃頁）。ただ、一定の行政決定（および民間組織の決定）の手法とし
ては必要な面もあり、行政組織ではなお今日も一定の役割を担っている
（稲葉・前掲注︵₈₂︶₂₆₆頁以下、中塩達也「官庁稟議制度の特質」上記都市問題
研究₆₉頁以下参照。なお、民間企業における役割の変化については、小野豊明
「日本企業の意思決定システム──その近代化と稟議制度の変貌」上智経済論集
₃₀巻 ₁号（₁₉₈₃） ₁頁以下参照）。
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ないし持回り決済手続きという方法がとられている88）。ここでは、専決方
式がとられている場合はもちろん、とられていない場合でも、「持回って
説明し、同意を得る」役割を果たす実質担当責任者を中心とした意思形
成がなされているように思われる。
　要は、各行政体で実質的検討を行い取りまとめることのできる立場の
者の、行政体を超えた総合的協議・調整の場を組織化することである。
しかも、可能な限り現地に近いところでその場をもつ、ということであ
る89）。もちろん、必要に応じて上級機関が指揮・監督を行う（事前・事後報
告を求め、場合によっては是正を指示するなど）ことは必要はある。
　そのためには、権限の委任も必要である。農地転用に関わる農林水産
大臣の権限、都市計画に関する国土交通大臣の権限はそれぞれ地方農政
局長・地方整備局長に委任された。しかし、集団移転事業についての国
土交通大臣の権限は委任されていない。それが国の資金の交付に関する
からであろうか。しかし、集団移転事業は基本的には岩手・宮城・福島
であり、東北地方整備局長に大臣権限を委任することに大きな不都合は
あるだろうか。復興交付金についても、決定権は復興庁本庁に属してい
る。復興局ごとのばらつきを防ぎ、資金交付の公平性を（東北各県さらには
北海道、関東各都県にも及んで）確保することは必要である。復興交付金は対
88）復興整備計画作成については、実質的に作成する市町村では協議会前に内部で
稟議手続はとるにしても、担当部局長が専決するという例もみられ、また県で
も部長クラスに決済権限が委ねられている例がある。また、国の機関について
は、農地転用については事前に東北農政局内の持回り会議（農政局長も含む）
で決定し、集団移転事業計画への同意については国土交通省内で都市局長が専
決するが持回り稟議手続がとられているという。これは持回り会議・持回り稟
議手続を進める担当者が実質的に意思形成の中心を担っていることを意味する
のではないか。なお、専決・代決よりも、法律上明確にしつつ権限委任の形を
とるべきであるという問題があるが、ここでこの問題には深入りしない。
89）田尾雅夫『市民参加の行政学』（法律文化社、₂₀₁₁）₉₂頁は、市民参加に関して
であるが、ネットワークによる決定には分散型意思決定が必要をいう。ただ、
それと行政としての総合性確保をどう調和させるか、が課題であろう。
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象事項が広範囲なこととあわせ、復興庁での最終判断が必要な面はある
とも思われる。しかし、なぜその復興庁が東京になければならないか。
例えば仙台において、各東北地方支分部局との連携を密にすることも考
えられる90）。
⒠ 復興整備協議会一般会議をどう考えるか
　これまで、ワンストップ処理手続きを担う復興協議会特別会議の問題
を見てきた。それに対して、復興整備協議会一般会議は、復興整備計画
の作成・実施に関して幅広く意見の集約等を行うことを期待されていた。
それにもかかわらず、議事録で見る限り、一度も行われないか、あるい
は最初に₁回だけ行われたにとどまる。なぜか。
　各市町村とも、濃淡の差はあれ、復興関連の計画を策定するにあたり、
種々の会議を組織し、多様なところからの参加を得ている。そのパター
ンは、取り組む課題の違い、地元の議論の進展状況の違い、外からの支
援者の関わり方の違い等々を反映して、極めて多様である。そして、い
ずれも、その検討範囲は、当然のことながら復興整備計画の取り上げる
課題に限定されていない91）。
90）これらの点についてはヒアリングを行っていない。現行のシステムにどのよう
な根拠があるか、今後の検討課題としたい。
91） 復興計画の課題とそのプロセスについては、間野博「試されるプレンニング技
術──復興まちづくりはどこへ向かうか」（平山・斎藤編・前掲注︵₁︶）₁₃₀頁以
下、延藤安弘「対立を対話に変えつつ『ふるさと再生計画』を創造する」季刊
まちづくり₃₄号（₂₀₁₂）₇₄頁以下、各地での具体例の分析については、たとえ
ば松本暢子・加藤仁美・小川美由紀「東日本大震災における復興まちづくりの
プロセスに関する考察──福島県いわき市豊間地区のふるさと復興協議会の活
動とその支援」日本都市計画学会都市計画論文集 Vol.₄₈　NO.₃（₂₀₁₃）₆₉₉頁以
下、刈谷智大・姥浦道生「震災復興初動期における住民主導型まちづくりの発
動プロセスに関する一考察──宮城県石巻市中心市街地を事例として」同上₈₃₇
頁以下、園田千佳・坂本慧介・石川幹子「復興まちづくりの計画策定プロセス
における住民ワークショップの役割に関する研究──宮城県岩沼市における復
興まちづくりを通して」同上₈₄₉頁以下、真野洋介「石巻復興プロセスのデザイ
ン（その₂）」季刊まちづくり₃₄号（₂₀₁₂）₆₇頁以下、野澤康・市古田老・河村
信治「被災地における計画主体を組み立てる──野田村復興まちづくりシャ
レットワークショップの活動を通して」都市計画₂₉₉号（₂₀₁₂）₁₄頁以下など。
これらの文献は、復興施策の包括性と、内容・過程の多様性を示している。
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　復興整備計画に限定して広く意見を求める場を独自に設定することの
意義もないではない。しかし、復興整備計画は、市町村全体の区域につ
いての復興整備事業を全体として含む。個別の地域の事業を新たに決定
するにも、全体としての復興整備計画の「第○回変更」の決定としてな
される92）。しかも、その事業については、資金を確保するための「復興交
付金事業計画」でも定めなければならない。また、たとえば集団移転先
の住環境保全のため地区計画を定めようとすると、それは復興整備計画
の外になる。移転跡地の産業・生業施設のあり方については、別途検討
しなければならない。これら総体を含めた市町村全体の検討の場、ある
いは地区ごとの検討の場は、復興整備協議会の枠ではとらえきれない。
むしろ、このような広い議論・検討の「場」の形成・発展と、それとの
復興整備計画の連携のあり方が模索されるべきだろう93）。
まとめにかえて
　復興特区法によって創設された（そして大規模災害復興法で一般化された）
復興整備計画システムは、見てきたように、きわめて多方面にわたる複
合的な復興整備事業を、パターン化した手順と全体の見取り図を示すこ
とによって、およそこの種の経験が必ずしも多いとはいえない市町村が
取組む上で、また₁つの会議で複数の行政決定をすることによって多数
の事業の進展に一定の寄与をしたとはいえよう。
92）このこと自体は固有の意義をもっている。すなわち、様々な特例措置が講じら
れるが、それは個別の事業に着目してというよりは、瓦解状態に陥ったその町
全体の復興に位置付けられることによって正当化されうるものだからである。
93）これは、住民の議論を踏まえた自治体の多面的、あるいは総合的な計画等の検
討の仕組みと、それへの専門家の関与のあり方の問題である。専門家の関わり
については、上原正裕・野崎隆一「自治体・専門家・住民──まちづくりの担
い手として」（平山・斎藤編・前掲注︵₁︶）₃₂頁以下。
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　また、従前の立法事実を超えるような状況の変化の中で、計画・事業
等の実体的要件に一定の変更を加え、復興整備計画に位置づけることに
よってその計画・事業等の正当性が担保されるとし、その復興整備計画
作成手続を、復興整備協議会における集団的協議（そして集団的決定をする
かのような運用）を軸に構成したことは、新たな試みとして意義のあること
であった。
　しかし、それは、複合的行政決定のワンストップ処理という実質を
伴った制度の創設には至らなかったように思われる。ましてや複合的行
政決定のタイプのうち「融合システム」を形成したとはいえない。
　しかし、複合的行政決定の融合システムは、本文で述べたように、そ
れ固有の問題点・危険性をもはらむものであり、それを克服する理論
上・実践上の蓄積が不十分なまま急ぐべきではなかろう。むしろ、複合
的行政決定のワンストップ協議を実質化すること、現地に近いところで
実質的協議を担いうる担当者を中心とした総合的検討の場を実現するこ
とが目指されるべきであろう。復興整備協議会の前に組織的に行なわれ
ている事前協議・調整を、各市町村の現地で、関連省庁、県の関連部局
の担当者と当該市町村の関連部課担当者との総合的な協議・調整として
行い、それぞれの行政機関で実質的判断を担っている者による実質的協
議を行う、という提案は、その一つである。
　なお、東日本大震災という大災害は、地震、津波、そして原発事故に
よるものである。それにもかかわらず、本稿においても、「原発事故から
の復興」固有の問題を視野に入れた検討には至らなかった。しかし、そ
れも含めた検討なくして、「東日本大震災からの復興の研究」とはいえな
い。他日を期したい。
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［後記］
　本稿は、日本土地法学会（₂₀₁₂. ₉ .₂₉）における報告「震災復興と行政決定・執行の
あり方──復興特区法における複合的行政決定・遂行のシステムをめぐって──」を
ベースにまとめたものである。本稿執筆にあたっては、由喜門眞治関西大学教授の日
本公法学会（₂₀₁₃.₁₀.₁₃）およびそれに向けての関西行政法研究会（₂₀₁₃. ₉ .₂₂）でのご
報告、ならびにそこで出された様々なご意見に啓示を受けるとともに、下記の地方自
治体・国の諸機関のきわめて有益なご教示を頂いた。石巻市（₂₀₁₃.₁₂. ₉）、塩竈市
（₂₀₁₂. ₈ . ₇ *）、宮城県（₂₀₁₃.₁₂.₁₀）、福島県（₂₀₁₂. ₈ . ₈ *）、宮城復興局（₂₀₁₂. ₈ . ₇ *、
₂₀₁₃.₁₂.₁₁）、福島復興局（₂₀₁₂. ₈ . ₈ *）、高槻市（大阪府）（₂₀₁₁.₁₀.₂₄*）、柳井市（山
口県）（₂₀₁₂. ₈ . ₁）、農林水産省東北農政局 **、国土交通省都市局 **（＊印は阪神淡路
まちづくり支援機構付属研究会の一員として訪問したものであり、＊＊印は電話でご
教示を頂いた）。あつくお礼申し上げたい。
　なお、長年行政法研究をともにしてきた本学法学部岡田春夫教授はこの₃月に定年
退職を迎えられ、そしてまた立命館大学政策科学部見上崇洋教授、桃山学院大学法学
部寺田友子教授も同様に定年退職を迎えられます。これまで研究上あるいはその他の
面で様々なお教えを頂く等お世話になりましたことに深く感謝をし、この場をかりてお
礼申し上げます。
